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被害者の責任追及行動に対する第三者の評価とその影響

問題と目的

犯罪被害者に関する従来の研究は，ＰＴＳＤに

関する研究を中心に，被害者の心理に焦点を置

いたものが多かった（たとえば，小西，１９９６；

諸漂，１９９９；大和田，2003)。それに対して，

被害者自身や，被害者が加害者の責任を追及す

る行動を，周囲の人たちはどのようにとらえて

いるのか，すなわち被害者に対する第三者の視

点からの議論は，いじめの被害者に関する研究

においてはいくつか散見されるものの（大野，

1996；坂西，1995)，犯罪被害者の文脈におい

てはこれまでほとんど扱われてこなかった。し

かし，第三者の評価やそれにもとづく反応は，

被害者に対する誹誇・中傷などの二次的被害を

防止し，被害者支援を促進させる上で大きな意

味を持っていることから，その影響過程を解明

することは非常に重要であると思われる。現代

社会においては，自分に何の責任，過失がなく

ても，突然何らかの事件や事故に巻き込まれ，

被害者になってしまう可能性は誰にでもあると

いえよう。こうした社会状況において，二次的

被害を最小限に抑え，被害者が速やかに回復し，

社会生活に復帰できるようなシステムを構築す

ることは，犯罪を予防・抑止することと同じく

らい重要であり，早急に対策が必要なことであ

る。

そこで本研究では，被害を受けた人物やその

家族が，訴訟や署名活動などによって加害者の

責任を追及する行動を起こした場合に，世間一

般の人々からそうした行為がどのように受けと

められるのかを検討する。すなわち，被害者の
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責任追及行動を第三者はどのように評価するの

か，そして，その評価がどのような影響をもた

らすのかを検討するのが本研究の主眼である。

一般的に，日本人は欧米人に比べて訴訟や署

名活動などの行動を起こすことが少ないといわ

れる。しかし，加害者に対して強い怒りを感じ

た被害者やその家族は，経済的，社会的なリス

クを負いながらも，加害者の責任を追及する行

動を起こす。そして，こうした行為はテレビの

ニュース番組や新聞を中心とするマスメディア

にも取り上げられ，それを見て署名活動や募金

などの被害者の支援活動に参加する人々もいる。

しかし，その際に周囲からの支援や協力を十分

に得られなかったり，さらには第三者による風

評，いやがらせなどによって二次的被害を受け

たりしてしまうことがあるのも事実である。こ

のように，被害者にとって望ましくない結果が

生じる原因の一つとして，被害者の行動の「正

当性」が，第三者には伝わりにくい可能性が考

えられる。日常的な被害状況場面における被害

者戸加害者間での怒りの正当性評価を扱った阿

部・高木（2005）の調査研究では，加害者が被

害者の怒りの表出を不当なものと評価した場合

(自分は悪くないのに怒りをぶつけられた，な

ど）には，その怒りの表出は，問題の悪化や二

者関係の疎遠化といった，被害者にとっても否

定的な結果をもたらしやすいことが明らかとなっ

ている。同様に，被害者の責任追及行動を第三

者が不当と評価した場合にも，被害者にとって

否定的な結果が生じることが予測される。しか

し，被害者の責任追及行動に対する世間一般の

人々の正当性評価が，どのような要因によって
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決まるのか，そしてその評価がどのような影響

を及ぼすのかについては，これまでに明らかに

されていない。

そこで本研究では，被害者一加害者関係にお

いて正当性評価の規定因として明らかになって

いる要因を参考に，第三者の正当性評価の規定

因を検討する。第一に挙げられるのは，責任性

である。これまでの研究（阿部・高木，２００５；

Averill，1982）において，加害者の責任性が

高い場合，被害者の怒りの表出はその受け手で

ある加害者からも正当と評価されやすいことが

明らかとなっており，第三者による評価でも同

様のことが当てはまると考えられる。一方，被

害者自身の責任性が高い場合，つまり自業自得

で被害を受けたとみなされた場合には，それに

対する責任追及行動は不当なものとみなされや

すいであろう。加害者の責任性と被害者の責任

性は強い負の相関関係，すなわち加害者の責任

性が高く評価される場合は，被害者の責任は低

く評価されやすく，反対に，加害者の責任性が

低く評価される場合は，被害者の責任性は高く

評価されやすいと考えられるが，それぞれが他

の評価側面に独自の影響力を持つ可能性も考え

られるので，本研究ではこの二つの責任性を独

立して扱うことにする。

さらに，責任追及行動を起こした動機も，正

当性評価に影響を与えるだろう。動機は被害者

個人の内面にあるものであり，どのような動機

に基づいて責任追及行動をとったのかは第三者

に明示されない場合も多い。しかし，対応推測

理論（Jones＆Davis，1965）によって指摘さ

れている通り，個人は外的な情報から他者の行

動の動機を推測する傾向がある。そして，阿部・

高木（2005）では，利己的で自己中心的な動機

による（と推測された）怒り表出は加害者から

不当とみなされやすく，利他的な動機による

(と推測された）表出は正当とみなされやすい

ことが明らかとなっており，同様の影響関係が

第三者による評価においても想定されるｄ

以上のような認知要因が正当性評価の主要な

規定因と考えられるが，これらに影響を及ぼす

周囲の環境要因として，本研究ではメディア要

因を取り上げる。メディアからの情報受容によっ

て個人の現実認識が影響を受けることは従来か

ら指摘されている（たとえば，Gerbner,Gross，

Morgan,＆Signorielli，1992)。われわれはさ

まざまなメディアを通じて，毎日のように犯罪

事件に関する情報を得ており，その中で被害者

に関する情報を得ることもある。だが，こうし

た情報を，どのようなメディアから，どの程度

受容しているのか，その実態は明らかとなって

いない。そして，これらの情報の壁によって，

被害者に対する評価に差異はみられるのであろ

うか。また，メディアによってその影響に違い

がみられるのであろうか。本研究では，犯罪被

害者についての情報が得られると考えられるさ

まざまなメディアを取り上げ，それぞれの情報

受容の程度を測定することで，上記の問題を検

討することにする。

一方，同じ情報を，同じメディアから受け取っ

ていたとしても，人によってその評価の仕方は

異なる。すなわち，何らかの個人要因によって，

被害者に対する評価が異なることが予測される。

そこで本研究では，個人要因として規範意識と

正当世界の信念を取り上げることにした。規範

意識とは，多くの人々に共有されている価値基

準およびその行為の様式である「規範」を尊重

している程度のことである。したがって，他者

の支援や援助に関わるような規範意識の高い個

人は，犯罪被害者に対して肯定的な評価をしや

すいと考えられる。また，正当世界の信念とは

｢世界は公正にできており，報酬を受けるに足

る人が報酬を受け，罰を受けるに値する人が罰

を受けている」という信念のことである。そし

て，こうした信念を強く持つ個人は，全くの偶

然で被害を受けた人に対しても「その人が望ま

しくない人物だったからだ」あるいは「自業自

得に違いない」という歪んだ対人判断をしやす

いことが指摘されている（Lerner，1970)。し

たがって，本研究においてもこの信念の強い個
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任追及行動に対する第三者の評価の実態解明。

(2)評価に影響を及ぼす個人要因やメディア要因

の解明。(3)正当性評価を中心とした，第三者に

よる評価の影響過程の解明。

人は犯罪被害者に対して否定的な評価をしやす

いことが予測される。

さらに，こうした第三者に対する評価は，被

害者に対する印象や，支援行動に影響を及ぼす

と考えられる。すなわち，責任追及行動を不当

と評価した場合には，被害者に対して否定的な

印象が形成されやすくなるだろうし，反対に正

当と評価されれば，肯定的な印象が形成される

だろう。さらに，被害者の行動を正当なものと

評価した第三者は，被害者をサポートする立場

につきやすいと考えられる。一方で，被害者の

行動を不当なものと評価した人物は，被害者と

かかわりを持つことを避けるか，場合によって

はすでに傷ついている被害者をさらに攻撃し，

二次的被害を生み出す当事者になることもある

だろう。

以上の議論より，本研究では，Figurelの

ような因果モデルを構成した。ここでは，怒り

表出の正当性評価の規定因として，被害者およ

び加害者の責任性と，動機の推測を仮定した｡

また，正当性評価や動機の推測によって，被害

者の印象が形成され，これらによって被害者に

対する行動意図が規定されると想定した。さら

に，こうした影響関係に，個人要因や，メディ

ア要因が影響するというモデルを構成した。

このモデルに基づいて，本研究の目的をまと

めると，次の４点が挙げられる。（１）被害者の責

予備調査

被害者やその責任追及行動に対して第三者か

らどのような評価がなされているのか，その実

態についてはこれまでに明らかにされていない。

そこで，個人が第三者の視点から被害者を認知

する際に，どのような側面があるのかについて

探索的に検討することを目的として，予備調査

を行った。

方法

(1)調査方法および対象者大学生・専門学校

生159名（男性64名，女性94名，性別不明１名，

年齢Ｍ＝19.97,ＳＤ＝3.23）を対象に，質問紙

調査を集団実施した。質問紙は，講義中に集団

配布し，回答後に無記名で回収した。

(2)質問項目まず，加害者に対する犯罪被害

者の責任追及行動の具体例として，「訴訟を起

こす，署名活動をする，公共の場で意見を述べ

る，など」を挙げたうえで，こうした行動をと

る被害者やその家族・関係者に対してどのよう

に感じるか（被害者と責任追及行動に対する評

価）と，そう感じる理由（責任追及行動の動機
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Figurel本研究の要因関連図
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推測）を自由記述させた。また，これらの被害

者や家族・関係者が自分にとって身近な人であっ

た場合，どのような行動をとるか（行動意図）

についても，それぞれ自由記述させた。

納得のいく罰を加害者に与えたいから

被害者としての立場や都合でしかものごとを見て

いないから

真実を知りたいから

これ以上同じような被害者を地やしたくないから

金銀的な利得を得たいから

加害者に罪を認めさせたいから

世間の人々に同情してもらいたいから

より多くの人に協力してもらいたいから

現実から逃避したいから

梢神状態が不安定になっているから

人間としての尊厳を取り戻したいから

より多くの人に事実を知ってもらいたいから

15.49
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結果と考察

それぞれの自由記述について，ＫＪ法（川喜

田，1967）を参考に，著者がまず分類を行った。

その上で，分類の信頼性を確認するために，社

会心理学を専門とする研究者１名が，作成され

たカテゴリーに各回答を再度分類した。その結

果，分類の一致率は，被害者と責任追及行動に

対する評価では81.33％，責任追及行動の動機

推測では85.33％，行動意図では84.93％であり，

それぞれ概ね高い一致率が得られた。分類にお

いて評定者間で不一致となったものについては，

２名の評定者が協議した上で，分類を決定した。

その結果，被害者と責任追及行動に対する評

価では，７カテゴリー（｢つらそう，かわいそ

う」「正しい，当然の行為」など。Tableｌ参

照。Ｎ＝103)，責任追及行動の動機推測では，

13カテゴリー（｢加害者への怒りが抑えられな

いから」「納得のいく罰を加害者に与えたいか

ら」など。Table２参照。Ｎ＝71)，行動意図で

は，８カテゴリー（｢被害者の活動に参加する」

｢加害者を徹底的に罰する」など。Table３参

照。Ｎ＝133）が得られた。なお，それぞれ無

回答あるいは判別不能のデータは除外した。

分類

合計 100.00

Table３行動意図

％

分類 ％

つらそう，かわいそう

正しい，当然の行為

強い，勇気がある

おおげさ，見当述い

コストの大きい行為

無駄，無意味な行為

嫌悪感

被害者の活動に参加する

加害者を徹底的に閲する

できるだけ関わらないようにする

優しく見守る

相談に乗る

被害を受けた経緯を詳しく関くる

金銀的・物質的な援助をする

被害者の活動をやめさせる

45.11

22.56

11.28

７．５２

６．０２

５．２６

１．５０

０．７５

36.89

24.27

12.62

11.65

６，８０

４．８５

２．９１

合計
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分類された内容について考察する。被害者の

責任追及行動に対しては「正しい，当然の行為」

｢強い，勇気がある」といった，被害者に対し

て肯定的な評価が多くみられた一方で，「おお

げさ，見当違い」「無駄，無意味な行為」「嫌悪

感」など，否定的な印象を抱くことも示唆され，

その責任追及行動の動機についても，「納得の

いく罰を与えたいから」「真実を知りたいから」

のような正当と考えられる動機以外にも，「被

害者としての立場や都合でしかものごとを見て

いないから」「金銭的な利得を得たいから」「世

間の人々に同情してもらいたいから」といった，

望ましくない動機を推測されることも明らかと

なった。行動意図については，「活動への参加」

が半数近くを占めるが，「できるだけ関わらな

いようにする」といったネガティブな意見もみ

られた。

Tableｌ被害者と責任追及行動に対する評価

100.00合計

25.35加害者への怒りが抑えられないから

本鯛査

予備調査では，第三者からみた被害者への評

Table2資任追及行動の動機推測

％分類
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価，動機推測，行動意図の各要因の内容が明ら

かとなった。そこで本調査では，予備調査で得

られたカテゴリーをもとに，これらの要因間の

関連性を検討することにする。また，個人要因

およびメディア要因が，これらの評価にどのよ

うな影響を及ぼすかを検討する。

方法

(1)調査方法および対象者郵送法による質問

紙調査を行った。当初予定していた選挙人名簿

による標本抽出が，個人情報保護法の施行によ

り実施が困難になったことから，住宅地図を用

いた標本抽出を行った。

母集団は兵庫県伊丹市の全世帯であり，調査

対象は，二段階確率比例抽出によって抽出され

た1000世帯である（大谷・木下・後藤・小松・

永野，1999を参考に行った。伊丹市内の全78町・

大字を世帯数で重み付けした上で，１０町・大字

を無作為に抽出し，抽出された町・大字ごとに，

住宅地図に表記された世帯から100世帯を再び

無作為に抽出)。回答者が特定の属性に偏らな

いように，「世帯内で４月１日に誕生日が最も

近い，１８歳以上の男女」に回答を依頼した。で

きるだけ回収率を高めるために，林（2004)，

Mangione（1995）を参考に，調査の１週間前

に予告状を送付し，調査票を送付した２週間後

には，未返送の対象者に督促状を送付した。ま

た，謝礼としてボールペンを１本，調査票に同

封した。調査期間は2005年４月15日から５月３１

日までで，有効回答者数は332名（男性224名，

女性102名，性別不明６名，年齢〃＝56.58,

sＤ＝15.02)，回収率は33.50％であった。男性

の割合が多くなっているが，依頼文の内容を見

落として戸主が代表して回答したケースが多かっ

たためと考えられる。

(2)調査項目まず，個人要因として，正当世

界の信念についての項目に回答を求めた。ここ

では，今野・堀（1998）の正当世界尺度４項目

(｢この世の中では，努力はいつか報われるよう

になっている」「この世の中では，努力や実力

が報われない人が数多くいる」「この世の中で

は，悪いことをしたものは必ずその報いを受け

る」「この世の中では，悪いことや間違ったこ

とをしても見逃される人が数多くいる｣）に，

大測・福野（2003）の「日本の国は，基本的に

は公正な社会である」という１項目を加えて使

用した（「１．あてはまらない」から「５．あ

てはまる」までの５件法)。もう一つの個人要

因の規範意識については，箱井・高木（1987）

の援助規範意識尺度のうち，「弱者救済規範」

因子にあたる「社会的に弱い立場の人には，皆

で親切にすべきである」「私を頼りにしている

人には，親切であるべきだ」「困っている人に，

自分の持ち物を与えることは当然のことである」

｢不当な立場で苦しんでいる人は，少しでも助

けるべきだ」「人は自分を助けてくれた人を傷

つけるべきではない」「しいたげられている人

を，まず救うべきだ」の６項目を使用した

(「１．非常に反対する」から「５．非常に賛成

する」までの５件法)。

次に，実際に起きた特定の犯罪の被害者に対

する評価をたずねるために，最近１年間で見聞

きした被害者およびその家族・関係者の責任追

及行動（訴訟を起こす，署名活動をする，公共

の場で意見を述べる，など）を１つ想起しても

らい，その内容をできるだけ具体的に自由記述

させた。その後，以下の項目への回答を求めた。

・情報源からの情報受容度12項目（山本，２００４

を参考に作成。Table４参照。それぞれの情

報源から，その犯罪被害者および家族・関係

者についての情報をどれくらい得ているかに

ついて，「１．全くない」から「５．非常に

よくある」までの５件法)。

・責任追及行動の正当性評価２項目（その責任

追及行動を，「当然の行為だと思う」「正しい

行為だと思う」。「１．そう思わない」から

「５．そう思う」までの５件法)。

・加害者と被害者それぞれの，被害に対する責

任性評価各１項目（「１．責任はない」から

「４．非常に責任があると思う」の４件法)。
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･責任追及行動の動機の推測13項目（予備調査

の結果を踏まえて作成。Table６参照。「１．

そう思わない」から「５．そう思う」の５件

法)。

･責任追及行動をする被害者の印象20項目（林

（1978）の特性形容詞尺度。Table７参照。

７段階ＳＤ法)。

･被害者に対する行動意図９項目（予備調査の

結果を踏まえて作成。Table８参照「１．絶

対しない」から「５．絶対する」の５件法)。

結果と考察

(1)想起された被害者の責任追及行動の事例

回答された自由記述のうち，特定の事件・事故

の責任追及行動についての記述であると明確に

判別できるものは，185件であった。そのうち

回答頻度の高かった事例を順に５つ挙げると，

｢北朝鮮位致事件（40件)」「奈良女児誘拐殺人

事件（17件)」「大阪池田小児童殺傷事件（14件)」

｢ＪＲ福知山線脱線事故（14件)」「佐世保小６女

児同級生殺害事件（９件)」の責任追及行動に

関するものであった。この上位５事例の総件数

は94件であり，判別できた全回答185件のうち

の50.81％を占めている。これ以外の事例も，

そのほとんどが新聞やテレビ等で報道された事

件・事故の責任追及行動についての事例であり，

身近で起こった事件・事故の責任追及行動につ

いて記述していたのは７件（3.78％）であった。

(2)情報源からの情報受容度それぞれの情報

源からの情報受容度の，平均値と標準偏差を

Ｔａｂｌｅ４に示す。その結果，「テレビニュース

番組（Ｍ＝3.59,sＤ＝0.74)」から最も多く情

報を受容しており，ついで，「新聞（スポーツ

新聞以外）（Ｍ＝3.36,sＤ＝0.90)」「ニュース

以外のテレビ番組（Ｍ＝2.98,sＤ＝0.97)」が

多かった。

Table４情報源からの情報受容度

テレピニュース番組

ニュース以外のテレビ番組

新聞（スポーツ新聞以外）

スポーツ新聞

雑誌

自分の家族・友人・知人との会話

インターネット

ラジオ

ルポライター(事件記者)が番いた本・パンフレット

被害者やその家族・関係者が香いた本・パンフレット

被害者やその家族・関係者から直接

その他

Ｍ（ＳＤ）

3.59(0.74）

2.98(0.97）

3.36(0.90）

1.92(0.98）

2.12(1.01）

2.46(1.06）

1.74(0.98）

2.19(1.14）

1.54(0.82）

1.54(0.83）

1.32(0.75）

1.29(0.65）

(3)加害者と被害者の責任性評価，および責任

追及行動の正当性評価責任性評価の平均値お

よび標準偏差は加害者の責任性がＭ＝3.76,

sＤ＝0.55,被害者の責任性が〃＝1.54,sＤ＝

0.71であった。また，責任追及行動の正当性評

価の平均値および標準偏差は，「当然の行為だ

と思う」がＭ＝4.36,sＤ＝0.85,「正しい行為

だと思う」が〃＝4.19,sＤ＝0.92であった。す

なわち，全般的に，第三者は加害者の責任性を

高く，被害者の責任性を低く，そして責任追及

行動の正当性は高く評価していることが明らか

となった。なお，正当性評価の２項目は相関が

非常に高いために（γ＝､80)，両項目の得点を

合成した上で以降の分析では使用する。

次に，責任性評価および正当性評価と各情報

源からの情報受容度との関連性を検討するため

に，相関分析を行った。その結果，加害者およ

び被害者の責任性は「テレビニュース番組」と

の相関が高く（それぞれγ＝0.26,γ＝-0.19)，

ニュース番組からの情報受容が多いほど，加害

者の責任性を高く，被害者の責任性を低く評価

していることが明らかとなった。また，正当性

評価は「テレビニュース番組」「新聞（スポー

ツ新聞以外)」「雑誌」との正の相関が高く（そ

れぞれγ＝0.25,γ＝0.26,γ＝0.22)，これらの

情報源からの情報受容が多いほど，正当性評価

が高いことが確認された。テレビのニュース番

組は３つの評価全てにおいて相関が見られたが，

その理由として，事件・事故直後の被害者の深
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刻な状況を描写することが多く，被害者に対す

る感情移入が大きくなることが挙げられる。ま

た，他のメディアと比べると，テレビのニュー

ス番組は限られた時間内で客観的・中立的な情

報のみを提供することが多い。そのため，被害

の事実だけが伝えられ，「加害者も悪いが，被

害者にも責任がある」「加害者にも事情があっ

たのだ」といった，より複雑な判断を行うのに

必要な材料が少ないので，単純に加害者に対し

ては否定的な，被害者に対しては肯定的な評価

がなされやすくなるとも考えられる。逆に，他

のメディアでは付加的な情報（被害者と加害者

の個人的背景や，事件・事故が発生するまでの

経緯など）がより多く含まれており，被害者・

加害者に対する肯定的な情報と否定的な情報が

入り混じっているために，責任性評価や正当性

評価との間に明確な関連性がみられなかったの

かもしれない。

本的に公正な社会である」「この世の中では，

悪いことをしたものは必ずその報いを受ける」

の３項目を尺度として使用することにした（α＝

､69)。その上で，弱者救済規範意識尺度，正当

世界尺度それぞれの得点上位25％を高群，下位

25％を低群とし，加害者および被害者の責任性

評価と，正当性評価を従属変数とした２要因

(弱者救済規範の高・低×正当世界の高．低）

の分散分析を行った。

その結果，被害者の責任性と正当性評価にお

いて弱者救済規範意識の主効果がみられ（それ

ぞれＦ（１，１０６）＝5.31,ｐ＜､､05,Ｆ（1,106）＝

11.40,ｐ＜､01)，高群は低群よりも被害者の責

任性を低く評価し（高群：Ｍ＝1.40,低群：〃＝

1.65)，正当性を高く評価していた（高群：Ｍ＝

9.31,低群：Ｍ＝8.38)。「困っている人は助け

るべき」という個人の価値観が，こうした被害

者支援的な評価につながりやすいと考えられる。

一方，被害者の責任性においては，正当世界の

主効果もみられ（Ｆ（１，１０６）＝4.46,ｐ＜､05)，

高群は低群よりも被害者の責任性を高く評価す

ることが明らかとなった（高群：Ｍ＝1.63,低

群：Ｍ＝1.41)。先述の通り，正当世界の信念

を強く持つ個人は，被害者自身に被害の責任を

帰属しやすいことが指摘されており，本研究で

も同様の傾向が検証されたといえよう。なお，

いずれの従属変数においても有意な交互作用は

みられなかった（Ｆ（１，１０６）＜１，邦.ｓ､)。

(4)動機推測，被害者の印象，行動意図つぎ

に，動機推測，被害者の印象，行動意図につい

て，それぞれ尺度構造解明のために因子分析

(主因子法，因子が複数の場合はプロマックス

回転）を行った。

寄与率，スクリープロット，因子負荷量およ

びパターン行列などから総合的に判断し，動機

の推測は２因子，印象と行動意図は１因子を抽

出した。動機の推測の２因子については，第１

因子には「より多くの人に事実を知ってもらい

たいから」「加害者に罪を認めさせたいから」

などが高く負荷しており，第三者や加害者とい

Table５責任性・正当性評価と情報受容の関連

0.00－０．０５0.13.

加害者

の責任 麓正当性

－０．０３－０．０４

－０．０３－０．０５

テレビニュース番組

ニュース以外のテレビ番組

新聞（スポーツ新聞以外）

スポーツ新聞

雑誌

自分の家族・友人・知人との会話

インターネット

ラジオ

ルポライター（事件記者）が密

いた本・パンフレット

被害者やその家族・関係者が密

いた本・パンフレット

被害者やその家族・関係者

-0.19‐

－０．０１

－０．０９

－０．０２

－０１２．

－０．０５

－０．１３．

－０．０２
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0.12

0.09

の他 －０．０４－０．０４０．０４

次に，個人要因との関連を検討する。まず尺

度の信頼性を検討したところ，弱者救済規範意

識６項目による尺度の信頼性係数はα＝､72で

あった。正当世界尺度は全５項目による信頼性

係数がα＝､62と低かったため，最も信頼性係

数が高くなる「この世の中では，努力がいつか

報われるようになっている」「日本の国は，基



より多くの人に事実を知っ

てもらいたいから

加害者に罪を浬めさせた

いから

人間としての尊厳を取り

戻したいから

加害者への怒りが抑えら

れないから

納得のいく刑を加害者に

与えたいから

真実を知りたいから

より多くの人に協力して

もらいたいから

これ以上同じような被害

者を増やしたくないから

う「他者」に対する働きかけを前提としている

ことから，「他者訴求的動機」と命名した。第

２因子には，「現実から逃避したいから」「金銭

的な利得を得たいから」などが高く負荷してお

り，自己防衛的あるいは利己的な意味合いが強

いことから，「自己都合的動機」と命名した。

印象評価の因子は各項目で肯定的な形容詞の方

向に正の負荷がみられることから，「肯定的印

象評価」と命名した。行動意図の因子には「活

動に参加する」が最も高く負荷しており，その

次に「できるだけ関わらないようにする」が負

の方向で高く負荷していることから，「被害者

支援的行動意図」と命名した。なお，印象評価

と行動意図の項目のうち，＊印の項目は負荷量

が低いため以降の分析の際に用いる尺度からは

除外した。

感じのわるい一感じのよい

堂々とした－卑屈な

不親切な一親切な

貴任感のある－責任感のない

心のひろい一心のせまい

人のわるい一人のよい

無気力な一意欲的な

なまいきでない一なまいきな

親しみやすい一親しみにくい

軽率な一慎重な

非社交的な一社交的な

気長な一短気な

自信のない－自信のある

ひとなつっこい一近づきがたい

にくらしい－かわいらしい

恥しらずの一恥ずかしがりの

稲極的な一消極的な

・沈んだ一うきうきした

4.73(1.18）

3.16(1.23）

4.55(1.09）

3.15(1.46）

3.61(1.09）

4.74(1.14）

５．００(1.26）

3.14(1.35）

3.57(１．１１）

4.57(1.09）

4.45(1.11）

3.64(1.16）

4.74(1.13）

3.68(1.03）

4.36(0.95）

4.16(0.74）

2.83(1.39）

3.18(1.19）
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Table８行動意図の因子榊造

0.253.95（1.81）

0.023.57（0.97）

第１因子Ｍ（ＳＤ）

(5)責任追及行動に対する第三者の評価構造の

解明最後に，被害者に対する評価要因間での

関連性を検討するために，構造方程式モデリン

グによるパス解析を行った。加害者および被害

者の責任性評価は，項目得点をそのまま使用し

た。因子分析を行った動機推測，被害者の印象，

行動意図については因子得点を使用し，正当性

評価は先述の通り２項目の合成得点を使用した。

Figurelのモデルに従って，被害者および加

害者の責任性の評価からは動機の推測２因子，

正当性評価，印象評価，行動意図へのパスを，

動機の推測２因子それぞれからは正当性評価，

印象評価，行動意図へのパスを，正当性評価か

らは印象評価，行動意図へのパスを，印象評価

からは行動意図へのパスを設定した。また，被

被害者や家族・関係者の活動に参

加する

できるだけ関わらないようにする

相談に乗る

加害者（犯人）を徹底的に冊する

金銭的・物質的な援助をする

被害者や家族・関係者の活動をや

めさせる

早く立ち直るように言う

＊被害を受けた経緯を詳しく調べ

る

＊優しく見守る

(0.79）

(0.87）

(0.69）

(1.01）

(0.85）

０．８０

－０．７６

０．６８

０．５２

０．４５

4.01

2.08

4.11

3.73

3.27

Table６動機推測の因子構造

０．１１

－０．１４

第１因子第２因子Ｍ（ＳＤ）

0.500.103.79(1.13）

０．４９-0.014.32(0.94）
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0.59-0.024.27(0.96）

０．５８0.024.44(0.90）

0.56-0.033.97(0.98）

0.560.034.33(0.87）

-0.391.92（0.88）

０．３３３．８０（0.85）

現実から逃避したいから－０．０８0.701.82(1.01）

金銭的な利得を得たいから-0.100.692.04(1.11）

被害者としての立場や都

合でしかものごとを見て

いないから０．０１0.652.44(1.20）

精神状態が不安定になっ

ているから０．０９0.592.35(1.24）

世間の人々に同悩しても

らいたいから０．１７0.462.43(1.26）

Table７被害者の印象の因子榊造

3.07(1.32）

3.49(1.00）

4.33(0.91）

4.60(0.82）

0.54

0.52

－０．７４

－０．７３

分別のある一無分別な

重厚な一軽薄な

第１因子Ｍ（ＳＤ）



被害者の責任追及行動に対する第三者の評価とその影響１０９

害者の責任性評価と加害者の責任性評価の間に

は負の相関関係が想定されるので，共分散を設

定した。動機推測２因子の誤差項間にも共分散

を仮定した。その結果，有意でないパスがいく

つかみられたので，それらを除去した上で最終

的に得られたモデルがFigure2である（誤差

項および誤差項間の共分散の図示は省略)。モ

デルの適合度は，Ｘ２（11）＝17.70（p＞,０５)，

GFI＝､99,AGFI＝.96,CFI＝､98,ＲＭＳＥＡ＝

､04であり，データに対するモデルのあてはま

りは良好といえる。

結果として得られた要因間の関係について記

述する。加害者の責任性評価は他者訴求的動機

の推測に正の影響を及ぼしており，被害者の責

任性評価は自己都合的動機の推測に正の影響を

及ぼしていた。２つの責任性評価の間には負の

関連性がみられた。また，他者訴求的動機の推

測は，正当性評価と被害者支援的行動意図に正

の影響を及ぼしていた。一方，自己都合的動機

の推測は，正当性評価と肯定的印象評価に負の

影響を及ぼしていた。さらに，正当性評価は肯

定的印象評価と被害者支援的行動意図に正の影

響を及ぼしており，肯定的印象評価は被害者支

援的行動意図に正の影響を及ぼしていた。

このモデルを解釈すると，加害者の責任性を

高く評価するほど，責任追及行動の動機を他者

訴求的なものと推測しやすくなり，その結果，

正当性評価や被害者支援的な行動意図が高まる

といえる。その一方で，被害者の責任性が高く

評価されると，責任追及行動が自己都合的な動

機によるものとみなされやすくなり，正当性評

一.4８

加害者の責任性

の評価

被害者の責任性
の評価

､3３

.2１

他者訴求的

動機の推測

自己都合的

動機の推測

価や肯定的な印象評価が低下してしまうことが

明らかとなった。また，責任追及行動を正当と

評価するほど，被害者の印象は肯定的になりや

すく，被害者支援的な行動意図も生じやすくな

り，肯定的な印象評価も，被害者支援的な行動

意図を強めることが明らかとなった。

総合的考察

予備調査も含めて以上の結果をまとめると，

犯罪被害者に対する第三者の評価は一般的には

共感的，肯定的なものが多く，責任追及行動を

｢正当な行為だ」とみなしており，被害者を何

らかの形で支援したいという意図をもつ個人が

多いことが明らかとなった。その一方で，被害

者に対して否定的な評価をする個人も少ないな

がらも存在し，責任追及行動に対して「現実逃

避だ」「金銭目的だ」といった自己都合的な動

機を推測した場合には，その行為を「不当なも

の」と考え，被害者に対して「無分別」「卑屈

だ」といった否定的な印象を持ちやすいことも

示唆された。こうした否定的な印象を持つ個人

が今後社会全体の中で増えてしまうと，その個

人が被害者への支援活動を行わないだけでなく，

本当は支援したいと思っている個人も，周囲の

ムードからそうした活動に参加しにくくなり，

被害者の精神的・社会的回復の重大な障壁となっ

てしまう可能性もある。これは逆に言えば，正

当性評価を中心とした被害者に対する第三者の

評価を高め，維持することが，被害者支援活動

の重要な一側面であることを意味している。特

に，正当世界の信念を強く持つ個人は被害者に

､1９

､３１

正当性評価

－．３１

－．2７

､3９

､1７

被害者支援的

行動意図

､1７

肯定的

印象評価

Figure2第三者による犯罪被害者評価の影響モデル



110平成16年度研究助成報告書

対して否定的な評価をしやすいことが明らかと

なっていることから，こうした個人に対して被

害者やその責任追及行動をどのように伝えれば

理解してもらえるのか，その方法についても今

後模索していく必要があるかもしれない。

また，メディア要因との関連性については，

テレビのニュース番組からの情報受容が最も多

く，またこの情報受容度が被害者に対する評価

と最も強く関連していた。すなわち，テレビの

ニュース番組からの情報受容が多いほど，被害

者に対しては肯定的に，加害者に対しては否定

的に評価しやすいことが明らかとなった。一方

で，近年その利用人口が急速に増えているイン

ターネットや，その他のメディアについては，

テレビのニュース番組においてみられたような

明確な関連性はみられなかった。ただ，これに

ついては本研究の結果から得られるものはかな

り限定されていると言わざるをえない。まず，

本研究では各メディアからの情報受容の「量」

のみを測定しており，それぞれのメディアから

どのような「内容」の情報を受容したのかにつ

いては扱っていない。各メディアで実際にどの

ような内容の情報が提供されているのか，メディ

ア側の内容分析も今後必要であろう。こうした

情報の内容と評価の関連性が解明されれば，被

害者が責任追及行動を行い，またそれがメディ

アに取り上げられる際に，どのような点を強調

すればいいのか，また被害者自身がメッセージ

を伝えればいいのか，代理人が伝えたほうがい

いのかなど，より実践的な提言が行えるように

なるだろう。また，本研究のような一時点での

調査研究では，メディア要因と個人の評価との

因果関係をとらえることができない。すなわち，

あるメディアからの情報受容度が高いから特定

の評価が形成されるのか，特定の評価がなされ

ているからメディアへの情報受容が高まるのか，

どちらが原因であるのかは明確でない。また，

本研究で使用した情報受容度の尺度も個人の主

観的評価に依存しており，不十分な指標である

ことは否めない。したがって，今後はメディア

への接触量を客観的に操作した上で，被害者へ

の評価を測定するといった形での実験的検討も

必要であろう。

それ以外にも，本研究では回答者によって想

起された質の異なる事件・事故の事例を，多変

量解析を行う際のサンプル数の都合上，すべて

まとめて分析していることから，各事例に特有

の要因や影響関係を見落としている可能性も考

えられる。今後の課題としては，各事例をいく

つかに分類した上で影響関係の差異を検討する

ことや，量的な分析だけでなく，事例の一つ一

つについて詳細に質的な検討を行うことなどが

挙げられる。また，メディアから次々に流れて

くる被害者に関する情報によって，個人の意識

がどのように変化していくかを時系列的に追う

縦断的研究も，個人内変動を把握する上では必

要であろう。さらに，責任性評価や正当性評価

に影響を及ぼす要因として，いくつかの個人要

因やメディア要因が本研究でも明らかとなった

が，これら以外の要因についても今後検討して

いきたい。
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